平成21年度ホームヘルプサービス総合基礎調査票
北海道ホームヘルプサービス協議会

　
雪の季節となり、事業者の皆様におかれましてはお忙しい日々をお過ごしのことと存じます。

訪問介護を取り巻く環境も変化しつつある昨今ではございますが、制度の中で事業として生き残るためには、2012年4月予定の介護保険法改正が重要な岐路となります。

北海道ホームヘルプサービス協議会では2008年に国に対し要望書を提出いたしました。その結果「散歩に関するサービス」について「一律に不可とするものではない」という国の見解（2009/7/24通知）を引き出したという実績を持っております。そこで次期改正の議論にあわせ、再度国に対して要望書を提出することが今後の訪問介護事業のために必須であると考えました。

そのため、平成２１年度介護報酬改定後の事業所の経営状況、職員の処遇改善への取組み、課題等を把握し、今後の制度改善への提言に向けた基礎資料とさせていただくことを目的として本調査を行いたいと思います。時節柄同様の調査が多い中お手数ではございますが、よろしくご協力のほどお願い申し上げます。


	事業所名
	
	介護保険事業所番号
	

	
	
	指定（許可）日
	

	住　　所
	
	連絡担当者
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	


Ⅰ．貴事業所についてお伺いします。

問１．貴事業所の組織形態をお答えください。（平成21年10月1日時点）
１：地方公共団体　　　　　　　　　　　　　７：農業協同組合及び連合会

２：一部事務組合・広域連合　　　　　　　　８：消費生活協同組合及び連合会

３：社会福祉協議会　　　　　　　　　　　　９：営利法人（会社）

４：社会福祉法人（社会福祉協議会を除く）　10：特定非営利活動法人（ＮＰＯ）

５：医療法人　　　　　　　　　　　　　　　11：その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

６：公益法人

問２．訪問介護における、平成20年10月1日及び平成21年10月1日時点の職員数（派遣職員は含めない）をお答えください。（それぞれ数字を記入）

	※常勤換算数とは、すべての従業員の１週間の平均延勤務時間数を常勤従業員が１週間で勤務すべき時間数で割り返すことにより、従業員の員数を常勤の従業員の員数に換算した数です。


（１）平成20年10月1日時点の職員数（派遣職員は含めない）

	
	常勤職員数
	非常勤職員数

	
	専従
	兼務
	
	実人員数
	常勤換算数

（小数第１位まで）

	
	
	
	換算数

(小数第１位まで)
	
	

	①訪問介護員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	②その他の職員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人


（２）平成20年10月1日時点で上記従事者のうち、サービス提供責任者について記入してください。

	
	常勤
	非常勤
	

	
	
	
	換算数

（小数第１位まで）

	③サービス提供責任者
	人
	人
	．　人


（３）平成20年10月1日時点で管理者と兼務しているサービス提供責任者についてお答えください。

　１：管理者と兼務しているサービス提供責任者がいる

　２：管理者と兼務していない

（４）平成21年10月1日時点の職員数（派遣職員は含めない）

	※資格1)～5)を複数の資格を有している者については、最も若い番号の資格について記入してください。
	常勤職員数
	非常勤職員数

	
	専従
	兼務
	
	実人員数
	常勤換算数

（小数第１位まで）

	
	
	
	換算数

(小数第１位まで)
	
	

	①訪問介護員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	1)①のうち介護福祉士
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	2)①のうち介護職員基礎研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	3)①のうちホームヘルパー１級研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	4)①のうちホームヘルパー２級研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	5)①のうちホームヘルパー３級研修過程修了者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	
	①のうちサテライト事業所の従事者
	人
	人
	． 人
	人
	． 人

	②その他の職員
	人
	人
	． 人
	人
	． 人


（５）平成21年10月1日時点で上記従事者のうち、サービス提供責任者について記入してください。

	※資格1)～4)を複数の資格を有している者については、最も若い番号の資格について記入してください。
	常勤
	非常勤
	

	
	
	
	換算数

（小数第１位まで）

	③サービス提供責任者
	人
	人
	．  人

	
	1)③のうち介護福祉士
	人
	人
	．  人

	
	2)③のうち介護職員基礎研修過程修了者
	人
	人
	．  人

	
	3)③のうちホームヘルパー１級研修過程修了者
	人
	人
	．  人

	
	4)③のうちホームヘルパー２級研修過程修了者
	人
	人
	．  人


（６）平成21年10月1日時点で管理者と兼務しているサービス提供責任者についてお答えください。

　１：管理者と兼務しているサービス提供責任者がいる

　２：管理者と兼務していない

問３．訪問介護員の賃金についてお答えください。（平成21年10月1日時点）
（１）雇用形態別における１ヶ月の実賃金（税・保険料の控除前）について、下記Ａ～Ⅰよりあてはまる記号をご記入ください。

※日給、時給の場合は、1ヶ月分として算出し、各雇用形態に賃金額の異なる訪問介護員が複数人所属の場合はその平均値）

	雇 用 形 態
	賃金（１ヶ月）

	１）サービス提供責任者（訪問介護員、管理者兼務含む）
	

	２）常勤訪問介護員（サービス提供責任者は除く）
	



（２）非常勤訪問介護員（パート、登録等）の時給についてお答えください。
※時給額の異なる訪問介護員が複数人所属の場合はその平均値

　　１：800円未満　　　　　　　　　 　　　 ４：1,200円以上～1,400円未満

　　２：800円以上～1,000円未満　　　　　　５：1,400円以上　

　　３：1,000円以上～1,200円未満　　　　　６：その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問４．貴事業所の入職率、離職率についてお答えください。（小数点１桁）
　（１）常勤職員入職率　　　　．　％　　　　　　　（２）非常勤職員入職率　　　　．　％

	「入職率」とは、調査期間中（平成20年10月1日～平成21年9月末）に採用、転勤等で入職（同一事業所内の事業所間の異動も含まれる。）した常勤職員数（非常勤職員数）を前調査期間末（平成20年9月末）の全常勤職員数（全非常勤職員数）で除し百分率化したものをいう。


　（３）常勤職員離職率　　　　．　％　　　　　　　（４）非常勤職員離職率　　　　．　％
	「離職率」とは、調査期間中（平成20年10月1日～平成21年9月末）に退職，転勤等で離職（同一事業所内の事業所間の異動も含まれる。）した常勤職員数（非常勤職員数）を前調査期間末（平成20年9月末）の全常勤職員数（全非常勤職員数）で除し百分率化したものをいう。


　　

問５．貴事業所の訪問介護員の在職年数についてお答えください。（平成21年10月1日現在）
	在職年数
	人 数

	
	常勤職員
	非常勤職員

	１）１０年以上
	人
	人

	２）５年以上～１０年未満
	人
	人

	３）３年以上～５年未満
	人
	人

	４）１年以上～３年未満
	人
	人

	５）１年未満
	人
	人


・平均在職年数（小数点１桁）　

①常勤職員　　　　　．　年（全常勤職員の合計在職年数／全常勤職員数）

②非常勤職員　　　　．　年（全非常勤職員の合計在職年数／全非常勤職員数）

問６．サービスの提供体制についてお答えください。（平成21年10月1日現在）
　　　※利用者の有無にかかわらず、提供体制をお答えください。

	１）２４時間訪問介護
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし

	２）休日の提供
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし

	３）夜間の提供
	１：提供体制あり　　　　　２：提供体制なし


問７．サービスの提供状況についてお答えください。

（１）介護予防訪問介護の提供状況について、平成20年9月（1か月間）及び平成21年9月（1か月間）の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。

※介護と介護予防を一体的に行っている場合は、同一の営業日数を記入ください。

	平成２０年

９月
	9月中の営業日数
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	
	要支援１
	要支援２

	
	
	
	利用者実人員数(人)
	
	

	
	　　　日
	
	訪問回数合計(回)
	
	

	平成２１年

９月
	9月中の営業日数
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	利用者実人員数(人)
	
	

	
	　　　　日
	
	訪問回数合計(回)
	
	


（２）訪問介護の提供状況について、平成20年9月（1か月間）及び平成21年9月（1か月間）の状況を下記より該当する項目にそれぞれ記入してください。

	平成２０年

９月
	9月中の営業日数
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	
	要介護１
	要介護２
	要介護３
	要介護４
	要介護５

	
	
	
	利用者実人員数(人)
	
	
	
	
	

	
	　　　　日
	
	訪問回数合計(回)
	
	
	
	
	

	平成２１年

９月
	9月中の営業日数
	9月中の利用者

１：あり →

２：なし
	利用者実人員数(人)
	
	
	
	
	

	
	　　　　日
	
	訪問回数合計(回)
	
	
	
	
	


Ⅱ．訪問介護における介護報酬改定への対応及び収支等の状況についてお伺いします。

問８．収支の状況について

（１）訪問介護事業における売上高について、平成21年9月（1か月間）の状況をお答えください。
　　１：100万円未満　　　　　　　　  ５：250万円以上～300万円未満　　９：450万円以上～500万円未満

　　２：100万円以上～150万円未満　　６：300万円以上～350万円未満　　10：500万円以上～550万円未満

　　３：150万円以上～200万円未満　　７：350万円以上～400万円未満　　11：550万円以上～600万円未満

　　４：200万円以上～250万円未満　　８：400万円以上～450万円未満　　12：600万円以上

　　　　　　　　

（２）平成20年9月（1か月間）の売上と比較して、平成21年9月（1か月間）の状況をお答えください。
　　　　①売上額の増減　　　　　　　　　円（増加・減少）←どちらかに○をつけてください。
　　　②前年比　　　　　　　　　．　　％（小数第１位まで）

　 （３）平成21年9月（1か月間）訪問介護事業における売上高における人件費の割合についてお答えください。

　　　※障害者自立支援法の居宅介護等と一体に事業を実施している場合は、案分して人件費を算出してください。
　　　　①人件費の割合　　　　　．　　％（訪問介護事業人件費／訪問介護事業売上高・百分率化、小数第１位まで）
【問８（２）において、昨年の売上げよりも増加の方にのみお伺いします】

（４）売上げが増えたと考えられる要因について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：多くの加算を取得できたから
２：地域区分ごとの報酬単価・人件費割合の変動があったから
３：報酬単価そのものが増額したから
４：介護報酬改定以外の要因で売上げが増えた
⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問９．平成21年4月1日～10月1日の間の訪問介護における介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）状況について、該当する番号に○をつけてください。
（１）給与等の状況について、お答えください。

１：給与等を引き上げた

２：給与等の引き上げを行わなかったが、今年度中に引き上げる予定
３：給与等の引き上げを行っておらず、今後も引き上げる予定なし
（「３」に○をつけた場合は、問11へお進みください）

【問９（１）で「１」「２」と答えた方におうかがいします】
（２）給与等の引き上げた理由について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成21年度介護報酬改定を踏まえて給与等を引き上げた

２：介護職員処遇改善交付金を申請したから

３：多くの加算を取得できたから
４：利用者の介護度が上がり報酬そのものが増額したから
５：利用者増により売上げが増えたから
６：定期昇給を実施した
７：その他の要因で給与等を引き上げた
⇒具体的に（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問10．給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の対象者についてお答えください。
（１）訪問介護の介護従事者の給与等の引き上げ（手当の新設を含む）について、該当する番号に○をつけてください。なお、今年度中に給与等を引き上げる予定の場合も本問についてお答えください。
１：介護従事者全員について、給与等を引き上げ（予定）
２：訪問介護員全員について、給与等を引き上げ（予定）
３：何らかの要件に該当した介護従事者のみ、給与等を引き上げ（予定）
４：給与等を引き上げる予定だが、対象者については未定

（「１」「２」「４」に○をつけた場合は、問10(３)へお進みください）

【問10（１）で「３」と答えた方におうかがいします】
（２）給与等の引き上げ（手当の新設を含む）の要件について、該当する番号全てに○をつけてください。なお、今年度中に給与等を引き上げる（手当の新設を含む）予定の場合も、お答えください。（複数回答可）
１：勤続年数を要件として引き上げ　　　　　　　５：勤務形態（常勤・非常勤）を要件として引き上げ
２：経験年数を要件として引き上げ　　　　　　　６：雇用形態（正規・非正規）を要件として引き上げ
３：資格の保有を要件として引き上げ　　　　　　７：勤務時間を要件として引き上げ
４：サービス提供責任者を要件として引き上げ　　８：その他（具体的　　　　　　　　　　　　　　　 ）
（３）訪問介護の介護従事者の各種手当について引き上げまたは新設を行ったもの全てに○をつけてください。
今年度中に各種手当を引き上げまたは新設する予定の場合も、お答えください。（複数回答可）
１：時間外手当（早朝・深夜・休日手当等） 　　６：資格手当
２：家族（扶養）手当 　　　　　　　　　　　　７：研修手当
３：通勤手当・交通費 　　　　　　　　　　　　８：介護職員処遇改善手当
４：移動手当　　　　　　　　　　　　　　　 　９：その他（具体的な名称：　　　　　　　　　　　　）
５：職務手当（役付手当等）
問11．訪問介護の介護従事者に対する給与等の引き上げ以外の処遇に関して、平成21年4月の介護報酬改定を受けての対応状況についてお答えください。

	下記(A)～(O)の項目ごとに、該当する対応状況を下表１～５より１つ選び、回答欄で1～５に○をつけてください。（○はそれぞれ１つずつ）
１　すでに実施しており今回さらに改善した
２　すでに実施している
３　今回新たに実施した
４　今後実施する予定
５　今後も実施する予定なし


(注)すでに…平成21年3月31日以前　　今回…平成21年4月1日～平成21年10月1日　　今後…今年度中を目途

■ 処遇全般　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(A) 職員（事務職員等を含む）の増員（派遣を含む）による業務負担の軽減　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(B) 夜勤の見直しや有給休暇の取得促進等の労働条件の改善　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(C) 能力や仕事ぶりの評価と配置・処遇への反映　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(D) 昇給または昇進・昇格要件の明確化　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(E) 非常勤職員から常勤職員への転換機会の確保　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(F) 賃金体系等の人事制度の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
	その他処遇全般について（具体的に）




■ 教育・研修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(G) 資格取得や能力向上に向けた教育研修機会の充実や対象者の拡大　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(H) 資格取得や外部の研修参加にかかる費用等の負担（一部を含む）　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(I) 部下指導を管理職等の役割として明確化　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(J) 新人職員の指導担当・アドバイザーの設置　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
	その他教育・研修について（具体的に）



■ 職場環境　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回答欄
(K) 定期的なミーティング等による仕事上のコミュニケーションの充実　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(L) 仕事内容や労働条件に関する個別面談機会の確保　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(M) 腰痛対策、メンタルケア等を含めた健康管理の充実　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(N) 出産・子育て・家族等の介護を行う職員への支援の強化　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
(O) 事故やトラブルへの対応体制の整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　 ２ 　３　 ４ 　５
	その他職場環境について（具体的に）



Ⅲ．訪問介護における介護職員処遇改善交付金の状況についてお伺いします。

問12．介護職員処遇改善交付金について、お答えください。
（１）平成21年11月20日現在の訪問介護における介護職員処遇改善交付金の申請状況について、該当する番号に○をつけてください。

１：申請した（予定を含む）
２：申請しない

３：検討中
（「２」「３」に○をつけた場合は、問13へお進みください）
【問12（１）で「１」と答えた方におうかがいします】
（２）介護職員処遇改善交付金を申請するために行った、又は行う予定の訪問介護における従事者の処遇改善の状況について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成21年11月20日までに、基本給や手当を引き上げている
２：平成21年11月20日までに、一時金を支給している
３：今後、基本給や手当を引き上げる予定
４：今後、一時金を支給する予定
問13．貴事業所における職員の処遇改善を行ううえでの課題についてお伺いします。該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：平成２１年度介護報酬改定は赤字補填にしかならず、職員への処遇改善にまでは回らない
２：３年後の制度改正・報酬改定を見据えると基本給までは手をつけられない
３：報酬改定は一部分のみで出来高により収入が増減し、不安定であるため処遇改善にまでは回らない

４：介護職員処遇改善交付金の対象が介護職員限定のため、他職種職員の兼ね合いから申請しづらい
５：平成２１年度介護報酬改定後も経営状況は変わらないが、人材確保のために処遇改善せざるを得ない
６：処遇改善が人材確保や定着に結びついていない
７：その他（ 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ⅳ．特定事業所加算の取得状況についてお伺いします。

問14．訪問介護における、平成20年9月及び平成21年9月サービスにおいて、以下の加算を届けている場合、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
	加　算　項　目
	平成20年9月
	平成21年9月

	１ 特定事業所加算（Ⅰ）
	１：加算あり　２：加算なし
	１：加算あり　２：加算なし

	２ 特定事業所加算（Ⅱ）
	１：加算あり　２：加算なし
	１：加算あり　２：加算なし

	３ 特定事業所加算（Ⅲ）
	１：加算あり　２：加算なし
	１：加算あり　２：加算なし

	４ 中山間地域等における小規模事業所加算
	
	１：加算あり　２：加算なし


　　
【平成21年9月で「加算なし」と答えた方におうかがいします】
問15．加算の届出を行わない理由について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
　　１：特定事業所加算の要件が高い

　　２：利用者負担が増すので取らない

　　３：利用者離れがおき、収入減となるため

　　４：その他

問16．特定事業所加算の問題点や改善を要望する事項についてお書きください。

Ⅴ．初回加算、緊急時訪問介護加算の状況についてお伺いします。

問17．初回加算の状況について、該当する番号に○をつけてください。（平成21年4月～9月の間）
１：加算算定あり　　２：加算算定なし
問18．緊急時訪問介護加算の状況について、お答えください。（平成21年4月～9月の間）
　（１）加算算定の有無について、該当する番号に○をつけてください。
１：加算算定あり　　２：加算算定なし
（「２」に○をつけた場合は、問18（３）へお進みください）
（２）緊急時訪問介護加算の発生件数、発生の主な事例についてお答えください。

　　①件数　　　　件

　　　②主な事例についてお書きください。


（３）緊急時の対応（予定のない訪問）であったが、加算の対象にならなかった事例はありますか。

１：対象にならなかったことがある　　２：対象にならなかったことはない

「１」と答えた方は、加算の対象にならなかった事例（理由）についてお答えください。


Ⅵ．生活援助のサービスの状況についてお伺いします。

問19．軽度者（要介護1、2及び要支援1、2）の生活援助についてお答えください。（平成21年4月～9月の間）
（１）訪問介護において、必要な（効果のある）生活援助の内容と具体的な効果についてお答えください。

（要介護状態をできる限り防ぐ、状態がそれ以上悪化しないようにする、外に出る機会が増えた等）


（２）「生活援助」の１回の提供において、生活３以上の算定は認められていませんが、どのくらいの時間設定まで（上限）あると良いと思いますか。該当する番号に○をつけてください。
　　　１：1.5時間　　　２：2時間　　　３：2.5時間　　　４：3時間

問20．平成１９年１２月２０日付けの都道府県向けの事務連絡「同居家族等がいる場合における訪問介護サービス及び介護予防訪問介護サービスの生活援助等の取扱いについて」通知以降の該当ケースの状況についてお答えください。（平成21年4月～9月の間）
　（１）通知以降の該当ケースについて

　　　１：通知どおり対応できている

　　　２：通知内容の取り扱いでは制限され、対応できないケースがある

　（２）同居家族のいる利用者の生活援助の事例について、お答えください。
（要支援１の夫が要介護4 の妻を介護している。家族が介護放棄している。など）


【問20（１）で「２」と答えた方におうかがいします】
　（３）通知内容の取り扱いでは制限され、対応できないケースの事例について


Ⅶ．介護報酬についてお伺いします。

問21．介護報酬改定後、区分支給限度額を理由にサービス抑制がありましたか。（平成21年4月～9月の間）
　　  １：ある　　２：ない

　　「１」と答えた方は、具体的な内容についてお答えください。


問22．介護予防の包括的月額報酬制ついて、お答えください。（平成21年4月～9月の間）
（１）包括的月額報酬について、該当する番号に○をつけてください。
１：現状でよい

２：改善が必要である

【問22（１）で「２」と答えた方におうかがいします】
（２）改善の内容具体的について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）
１：要介護1～５と同様出来高にすべき

２：包括的月額報酬のベースアップが必要である
３：その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
Ⅷ．介護予防訪問介護についてお伺いします。

問23．地域包括支援センターと連携がうまく図られていると感じますか、該当する番号に○をつけてください。
　　　１：図られている

２：図られていない

　　「２」と答えた方は、具体的な内容についてお答えください。

問24．介護予防の訪問時間について、お答えください。（平成21年4月～9月の間）
　（１）介護予防の１回あたりの訪問時間（平均）について、お答えください。　　 ． 時間（小数第１位まで）
　（２）介護予防の１回あたりの訪問時間の状況について、該当する番号に○をつけてください。
　　　　１：足りている　　２：足りないケースもある　　３：ほとんどのケースで足りない

「２」「３」と答えた方は、時間が足りないケースの対応事例について、お答えください。


問25．訪問介護での介護予防について、問題点や困難な対応があればお答えください。

Ⅸ．現任研修、継続研修についてお伺いします。

問26．研修参加実績について該当する番号に○をつけてください。（平成20年10月～平成21年9月）
　（１）常勤職員について

	事業所内研修
	１：実施している　　２：実施していない

	事業所外研修
	①地方公共団体主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	②社会福祉協議会主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	③関係団体主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	④民間教育の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	⑤その他の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない


　（２）非常勤職員について

	事業所内研修
	１：実施している　　２：実施していない

	事業所外研修
	①地方公共団体主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	②社会福祉協議会主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	③関係団体主催の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	④民間教育の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない

	
	⑤その他の研修
	確保している（１：事業所負担あり ２：事業所負担なし）　３：確保していない


　問27．研修参加を困難にしている理由について、該当する番号全てに○をつけてください。（複数回答可）

１：シフト調整等、職員の日程調整が難しいため　　　　　　　　　（平成20年10月～平成21年9月）
２：参加経費の負担が難しいため

３：研修が遠隔地での開催のため

４：研修内容に魅力がないため

５：その他⇒（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
６：研修参加は、困難ではない
Ⅹ．訪問介護のサービスの今後の要望についてお伺いします。

問28．利用者宅での訪問介護において、負荷のかかっている事例があれば簡単にお答えください。

　　　（認知症対応、セクハラ、暴言、医療ニーズなど）　　　　　　　　　　　（平成21年4月～9月の間）

問29．新規に認めてほしいサービス内容や加算、無くしてはいけないと感じるサービス内容についてお答えください。（病院内介助に対する報酬・入院時及び退院時の介助への報酬・認知症加算・認知症の見守り・要介護度ごとの報酬設定等）

最後に、介護保険制度について市町村や国に要望があれば、自由にお書きください。（自由記述）


お忙しい中アンケートにご協力いただきありがとうございました。

来年度も同様の調査を実施し、より皆様の声を反映した要望書を作成する予定です。

今後ともよろしくお願いいたします。　　　　　　　　　　　北海道ホームヘルパー協議会　会長　岩田　志乃

＜記入上の注意＞


・今年度の事業所指定等で、昨年度の実績がない場合は、該当する項目のみご記入ください。


・各設問に対し、該当する番号に○をつけるか、回答欄があるものについては必要事項をご記入いただき、平成２１年１２月２１日（月）までに返送くださいますようお願いいたします。


・ご回答いただきました結果につきましては、集計・分析し、報告書としてまとめさせていただきますが、事業所名や固有名詞など、一切明らかにされないことをお約束いたします。 





Ａ：30,000円未満　　　　　　　　　　　　Ｆ：200,000円以上～250,000円未満


Ｂ：30,000円以上～50,000円未満　　　　　Ｇ：250,000円以上～300,000円未満


Ｃ：50,000円以上～100,000円未満　　　　 Ｈ：300,000円以上


Ｄ：100,000円以上～150,000円未満　　　　Ｉ：その他（　　　　　　　　　　　）


Ｅ：150,000円以上～200,000円未満　　　　









































― 1 ―

